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本報告書は、焼津漁業協同組合（以下、「当組合j という。）により令和 5年 9

月25日付外部監査人設置要領により設置された外部監査人（以下、「外部監査人j

という。）が実施した監査（以下、「本監査Jという。）について、その報告を行う

ものである。

なお、本報告書は、本文（付別紙）、資料目録、分冊（アンケート調査の結果と

分析）で構成されている。本報告書本文、分冊において参考とした資料は括弧書

きにて表記し資料目録にまとめた。
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（性）本報告書の編綴は次のとおりである。

1 本報告書本文・別紙

別紙は、本文中に明記しであるが、

別紙 1 外部監査人設置要領

別紙2 出席状況表

別紙3 組合長の動静

別紙4 アンケート用紙

-1職員向け

-2船主向け

-3冷蔵庸業者向け

-4運送業者向け

である。

2 資料目録

本報告書において参考とした資料であり、当組合から取得したも

のである。資料自録記載の資料自体は本報告書には添付していない。

3 分冊（アンケートの結果と分析）

職員、船主、冷蔵業者、運送業者からのアンケート回答を分析した

ものである。回答結果については、適宜、本報告書本文に引用してい

るが、アンケートの詳細については、この分冊を参照されたい。
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第 1 外部監査実施の経緯

令和3年10月に焼津漁業協同組合（以下、 「当組合Jとしづ。）職員による冷

凍カツオの不正抜き取り（以下、 「本件不祥事件Jという。）が発覚し当組合

職員が逮捕されたことを契機として当組合内調査委員会、再発防止委員会、第

三者委員会が順次組織され、それぞれの委員会において、その原閣の究明と再

発防止が検討され、その結果は前記各委員会の調査報告書として提出された。

また、第三者委員会調査報告書では、第三者により構成された監査委員会によ

る監査の実施を提言されていた。そこで、当組合は、令和6年9月、再発防止策

の実施状況等の監査を実施すべく外部監査人を選任した（別紙1「外部監査人設

置要領J）。

本報告書は、令和4年12丹26日付け第三者委員会調査報告書において触れられ

た「検討・課題・提言Jを主とし、適宜、再発防止委員会の指摘事項も踏まえ、

当組合の再発防止実施状況を検証したものである。

第2 外部監査人

前田俊房（弁護士前田俊房法律事務所）

補助者前田俊斉（弁護士前田俊房法律事務所）

補助者小暮駿生（弁護士前田俊房法律事務所）

第3 監査対象

①体質（コンブライアンス意識）改善状況

②焼津魚市場の運営機能改善状況

③労働環境の改善状況

④関連法規の再認識と法令遵守

⑤取引の可視化その他の改善状況

⑥漁業関係者との関係改善状況

⑦その他関連する事項

第4 監査方法

・代表理事（組合長）、当組合理事・監事への聴き取り

－総務部長、市場部長、 DX化担当部長等関係者の聴き取り

・当組合職員意識アンケート、同職員との面談

－船主、運送会社、冷蔵庫業者への各アンケ｝ト

．市場委員会関係者への聴き取り

－県庁、市役所への訪問・意見交換

－外部監査人において必要と認められた関係者からの聴き取り

・その他、外部監査人において当組合に求めた資料（資料目録掲載）



第5 監査対象期間

令和4年12月27日から同5年12月26日

第6 監査活動期間

令和5年9月25日から令和6年1月31日

第 7 監査対象検討の前提事実

監査対象を検討する前提として、以下の事項について調査を行った。

1 理事会等の活動状況

(1) 理事会開催状況

理事会（臨時開催を含b。）は、理事会議事録によれば、令和4年12月27日

開催から令和5年12月26日開催まで合計19回開催されている（資料1 理事者会

議事録／令和4年12月29日から令和5年12月13日までの議事録）

理事監事の出席状況は別紙2「出席状況表Jのとおりであり、 100出近い出

席率となっている。

また、再発防止策の履行状況等の監査を目的として、令和5年4月からは、

代表幹事は勤務日数を週3日にする対応をとり、主に不祥事件再発防止のため

の監査を行っている。令和5年6月には、後記のとおり監事の随時監査による

監査報告書が理事会に提出・報告された。

(2) 理事会議事録から認められた活動状況

理事会議事録（資料1）からは、

① 本件不祥事件に関連して退任理事、職員の処分

② 改善改革チームから提出されたDX計画提案書の検討、デジタル計画策

定委員会の立ち上げと実施に向けた計画の検討

③ 魚市場の運営を含めた当組合の経営に関する検討

④ 静岡県の必要措置命令に基づく報告書の提出についての検討

⑤ コンブライアンス・マニュアル、同プログラムの検討と改定

⑥ 監事の監査報告書の検討と対応

⑦ 就業規則の改定

③ 役職員に対する研修

⑨ 防犯カメラの総務部への移設・管理

等の議題が検討され、それぞれについて出席理事者の決議状況（賛成・反

対等の意思表示）も記録されていた。また、本件不祥事件の再発を防止すべき

事項に関連した議題については、その議題提案の趣旨が詳細に説明され、各

理事の判断に有益となる情報が提供された上で決議がなされており、理事会

を中心とするガパナンスの確保に向けた努力が認められた。
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なお、理事会には、静岡県庁経済農業部水産・海洋局職員がアドバイザー

として出席しており、第三者的立場からの実質的な指導監督として機能して

いる。

(3) 常勤者会議

昭和61年4月12日初会合が開催され、組合長、専務理事、常務理事、常任

理事を中心として参事、総務部長を加えて発足した会議である（資料2-1/常勤

者会議協議事項（昭和61年4月12日））。この会議では、当組合の運営が検討

協議されており、当組合の中核的役割を担ってきた。この最初の常勤者会議

開催に当たっては、 「焼津漁協運営についての顧閤相談役所見昭和61年4月5

日J（資料2-2）が提出され、当時の当組合の運営について常勤理事の運営に対

する関与のあり方等が指摘されている。当時の理事者の当組合運営への関与

のあり方が推察される。

常勤者会議は組織図には掲載されていない。

この常勤者会議については、その協議事項（資料3／常勤者会議協議事項

（令和5年1月16日から問5年12月25日までの聞に開催された閉会議事録））から、

理事会の審議事項の外、日常の業務執行に関する審議がなされていることが

分かる。

(4) 監事による随時監査

監事の随時監査により再発防止策等の履行状況等現況（外港売場、新屋売

場）について監査がなされ、その監査報告書（資料4 「令和5年6月13日付け監査

報告書「外潜売場・新屋売場における再発防止策の履行状況等についてj）が

理事会に提出されている。この監査報告書は、本件不祥事再発防止の一つ

「市場の計量・搬出におけるノレーノレの改訂J 「トラック監視体制の構築・警

備マニュアルについてJが適切に運用されているかを監査の対象とし、また、

監査を通じて外港売場、新屋売場の水揚げの様子を視察して検討課題を指摘

している。

この報告書によれば、監査対象である再発防止策は適正に遵守され、機能

しているとのことであった。他方、水揚げの様子等の視察を通して、外港売

場事務所内での職員と仲買人の作業スペースの分離の必要性、荷捌き施設で

の職員の喫煙状況と衛生管理、ブオークリフト運転に関する「安全衛生心得J

（改訂前就業規則第48条）に対する意識の欠如を指摘し、さらに警備員の職務

遂行の観点から風雨に晒されながら搬送トラックの確認、をする警備員のため

の「警備小屋Jを設置すること等就業環境整備の提案をしている。理事会で

は、この監査報告書による提案を真塾に議論し対応しており、魚市場の衛生

管理・労務環境改善のきっかけとなっている。この報告書は、各理事に対し

ての不祥事件防止策に関する啓蒙であり、また、当組合の自浄作用が機能し

ていることが認められる。
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(5) 第三者委員会調査報告書に関する説明会開催

当組合は、第三者委員会調査報告書の説明会を、海外まき網船主（令和5年3

月6目、参加31名）、一本釣り船主、延縄船主、問屋（同年3月29日、参加20名）、

仲買人（同年4月27日、参加60名）と業種別に開催し、当組合の再発防止に向け

た施策を説明して、理解を求めている（資料5第三者委員会調査報告説明会資

料）。この説明会は、当組合自体のコンブライアンスとガパナンスの確保・向

上の姿勢を対外的に示し、取引関係者に対して、その協力を求めたものである。

このような動きは、後記の市場委員会の活動とともに、焼津市魚仲水産加工業

協同組合（以下、 「魚仲組合Jとしサ。）が令和5年9月1日にかかげたコンブラ

イアンス宣言に大きな影響を与えたと思料する。

(6) 役職員に対する研修

当組合は、コンブライアンスに関する研修等を行っている。この研修に対

する職員の反応については、アンケート分析の項に委ねるが、研修内容が分

からないとの由答や業務の関係、から出席していないと回答する職員がいた（分

冊「アンケートの結果と分析Jのうち「職員に対するアンケ｝トJ以下、単

に「職員アンケートJとも表記する。他のアンケートも同様の表記とする。）。

(7) その他

労働環境、内部通報・苦情窓口等の具体的な活動については、各項目に委

ねる。

2 代表理事組合長の活動

代表理事組合長（以下、 「組合長j としヴ。）は、会社でいえば社長であり、

ガパナンスの観点からは、当組合を率先してリードしていく役割を負っている。

この観点から検討してみると、組合長は概要以下の活動を行ってきている（別紙

3「組合長の動静J）。

(1) 本件不祥事件により被害を受けた船主に対する謝罪と再発防止に向けた活

動状況説明

当組合は、船主から本件不祥事件を原因とする損害賠償請求訴訟等を提起

されていたが、この訴訟の終結に向けた和解と提訴していない漁業者との解

決を模索すべく被害者（漁業者）への説明行脚をおこなっていた。組合長は、

漁業者との面談の際には、当組合が不祥事件の再発防止策を真撃に検討実施

していることを説明するなどして、コンブライアンス確保に務めることを対

外的に表明していた。

(2) 役職員に対する啓蒙

年末年始の会合・挨拶、当組合通常総会その他行事のたびに、組合長から

役職員に対して、コンブライアンス・ガパナンスの確保に向けた決意を示し、

啓蒙に努めていた。
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(3) 理事会での組合長のリーダーシップ

理事会議事録や理事監事の面談から 組合長は理事会の議長として、出席

する理事監事に対して活発に意見を求めており、理事会における求心力を高

めている事がうかがわれる。これは、当組合のガパナンスの確立に向けた動

きを示している。

(4) その他、組合長の活動概要は別紙3r組合長の動静jのとおりである。

3 市場委員会

市場委員会の主な活動（資料6 市場委員会議事メモ／令和4年12月21日から開年5

年11月27日開催の議事メモ）は、以下のとおりである。

(1) 市場委員会は、仲買人、当組合理事・職員が出席し、当組合が仲買人の意

見を聴取することで魚市場運営の改善を図るために設置されたものである。

令和4年5月から月一回の割合で開催されてきている。漁業者（船主／海外まき

網、鰹一本釣、鮪延縄）はオブザーバーとして参加し意見を述べている（なお、

外部監査人は令和5年11月 27 日開催の市場委員会をWEB~こて傍聴した。）。

(2) 同委員会では、これまでに、問委員会出席者の適格性の検討、せりと入

札・電子入札、デジタル化、海外まき網船のキズ・次品の取り扱い、仲買人

の誓約書のあり方、スポット運送業者の入場に対する対応、本会規約の策定

検討等がテーマに挙げられている。これらのテーマは、第三者委員会調査で

の魚仲組合との意見交換の際に構造的な検討課題として上げられていたもの

であり、これらのテーマが取り上げられ、検討されていることは、当組合、

魚仲組合ともに、不祥事件防止のためだけでなく、魚市場運営のさらなる改

善と意思疎通に努めている状況を認めることが出来る。

(3) 外部監査人は、市場委員会に出席している各委員（当組合から出席している

理事を含め）から意見を聴取したが、仲買人の委員からは、当組合が受け身に

回っていること、当組合からの積極的な提案が認められないこと、委員会に

何ら権限のないことが改善の進捗を遅くしているのではないか等の意見が出

されていた。

(4) 船主アンケートの中には、市場委員会議事要旨を船主間において共有して

いるとの回答があった。当組合が真撃に市場委員会に臨むことが要請されて

いることが分かる（分冊「船主アンケートの結果と分析J ）。

(5) 魚仲組合の活動への影響も大きい。魚仲組合がその組合員に対して、キズ

のせり売りに関するアンケート調査を実施し、そのアンケート結果を基にし

た議論がなされたこと、不良品対応マニュアルの検討がなされ実施されたこ

と、さらに、魚仲組合が自主的に組合員全員一致でコンブライアンス宣言を

公表する（令和4年9月1日付け）などの成果認められた。また、不正防止のため

の当組合職員の接待辞退の徹底の検討がなされ、当組合からは職員対応の均

質化、質の向上を目指して倫理規定を作成し、職員にはQ&Aも示し説明してい
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ること等説明がなされ、魚仲組合との意思疎通を図ろうとしている姿勢が見

られた。

(6) 議事メモからは、妨犯カメラの利用についての検討がなされた様子は認め

られなかった。

(7) 委員会設置に関する規程はない。

4 労働環境

監査対象期間において、当組合では、労働環境に関し以下のような取り組み

がなされたことが確認出来た。

(1) 労働条件通知書の交付

当組合では、令和3年2月以降の新規採用者は、雇用通知書にて雇用条件を

通知していたが、既存の職員に対しては、雇用条件の通知を行っていなかっ

たところ、第三者委員会調査報告書の提言を受け、令和5年4月1日付けで全従

業員に対して雇用条件通知書が交付され、雇用条件が通知された（資料7令

和5年11月10日付け f外部監査人宛報告j）。

(2) フォークリフト事故防止策の策定

令和5年7月11日に島田労働基準監督署から、令和4年7月6日発生のブオーク

リフト接触災害について再発防止策を講じるよう指導されたこと（資料8

f令和5年7月11日付け島田労働基準監督署是正勧告書J）、およびそもそも

ブオークリフトの事故が頻発していることから、ブオークリフト事故対策会

議が開催されるとともに、ブオークリフト運用既定が制定さずし、職員に加え、

市場内でフォークリフトを運転する運送業者にも周知が図られている（資料19

から同22）。

(3) タイムカードのデジタル化の試験導入

当組合では、 DX人材育成事業の一環として、総務部では昨年8月から、市場

部では昨年11月から、一部職員でタイムカード（勤怠管理）のデジタル化が

試験導入された。現段階では、従来の紙媒体での管理に加えて、 IDカードを

用いてデジタルでの出退勤時間の記録を行っており、二重の作業が必要とな

っているが、勤怠管理や労働時間の見える化などを目的に、取り組みが行わ

れている。当組合全体でタイムカードのデジタル化が導入されるのには時間

がかかるとのことであるが、将来的な事務の負担軽減も見込まれている。

(4) 外潜勤務職員の休憩場所の改善

従前、外港勤務職員の休憩場所が新屋管理棟で、あったため、移動に時間が

かかり、水揚げの状況によっては休憩時間が十分に取れないということが起

こっていた。この点、外潜に面した外港事務所で休憩が取れるよう改善する

とともに、水揚げ中もロ｝テーションで休憩が取れるよう改替が行われた。

(5) 暑さ対策（ファン付き作業着、通気性・視認、性の良いヘノレメットの導入）

暑さ対策として、ファンのついた作業着を順次導入するとともに、ヘルメ

ットについても、通気性・視認、性の良いものに順次交換がされた。
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(6) A I選別機器の開発、導入

地元企業と連携し、冷凍魚の魚種や重さを瞬時にAIが判断して、選別して

いく技術についての開発、導入の検討がされている。将来的には、選別作業

員の負担軽減、安全面・衛生面の向上が見込まれている。

(7) 労働相談窓口

総務部が労務に関する相談を受け付けている。この相談窓口については、

後記6(2）エで触れる。

5 コンブライアンス・マニュアル等の作成と改訂（資料9)

当組合では、コンブライアンス体制強化のため、コンブライアンス・マニュ

アル、内部通報に関する規定など多くの対応マニュアル等を策定、改定してい

る。

「コンブライアンス・マニュアノレJ（資料9-1）は、令和5年5丹の理事会におい

て改定決議がなされ、同月 16日から施行されている。同マニュアルでは、 「日

常業務における事例集J（別冊）を作成し、一般倫理、業務遂行に関する事項、

情報管理に関する事項、人事・労務に関する事項、漁協の経営・業務運営に関

する事項に分け、詳細に記述している。この中には、 f業者からの接待j 「業

者からのお歳暮J f苦情対応J 「内部通報者の保護j等に触れ、本件不祥事件

の再発防止を強く意識した事例が含まれ、当組合のコンブライアンスの確保に

向けた積極的な姿勢が認められる。また、 「漁協の経営・業務運営に関する事

項Jでは、当組合の役員の忠実義務、善管注意義務等に触れた事例が挙げられ、

コンブライアンス確保と維持のための役員のあり方が示されている。同別冊に

は、ガパナンスの構築に向けた姿勢が認められ、同別冊のとおりに実行されれ

ば、正に自浄作用にもつながるものでもあり、再発防止策としては現況下にお

いて有意な手法である。

6 内部通報システム等の状況

内部通報システムは役職員の不正に関わる通報を主体としているが、当組合

では、別途、取引業者向けに業務に関する各苦情窓口を設置している。

その現況は以下のとおりである。

(1) 内部通報窓口

ア 概要

当組合は、職員又は取引関係者が役職員の違法行為を通報する窓口とし

て、内部通報窓口を設置している。

イ周知状況

職員向けには、内部通報窓口に関しポスターを貼る、危機管理に関する

説明書を配布する、取引業者に対しては通知書を配布し、 HPでの掲示など

を行っている。

7 



また、コンブライアンス研修の際にチラシを配布し概要説明していると

のことで、あった。ポスタ｝の貼付箇所の確認のため、市場部、総務部の各

フロアーを実視したが ポスターが目立つという状態で、はなかった（職員の

案内で確認、できた程度で、ポスター自体、目立つ大きさでもなく、デザイ

ンも地味であった。）。

ウ研修状況

内部通報マニュアルには、窓口担当者及び調査担当者への教育研修を行

うように求めている。窓口・調査担当者は、顧問弁護士や元警察に勤務し

ていた者が祖当しており、現状で、は教育研修を行っていない。

エ「内部通報に関するマニュアノレJ（資料10）に定められた点検事項

「内部通報に関するマニュアノレ（第5章） Jには点検事項が定められてい

るが、この点検については、内部通報制度の設置時（令和4年5月）以降、運

用上支障が無いとの判断により、本監査時点では実施されていないとのこ

とで、あった。

(2) 内部通報以外の苦情窓口の運営状況（資料11令和5年11月20日付け「不良

品が発生した場合の対応についてJ等苦情窓口資料）

ア概要

当組合は、令和4年9月、取引業者向けに、業務に関する苦情窓口を設置

した。この苦情窓口は市場部、冷蔵部、葬祭部、総務部の各部に設置され

おり、特別な苦情①水揚げの不正・不良品に関する申し出、②冷蔵部業務

の取引に関する苦情については、総務部がその窓口となっている（資料12

役職員の不正に関わる内部通報制度の導入について）。

苦情への対応方法については、 「コンブライアンス・マニュアル第3章 I

1 (5）②Jに記載がある。苦情のある場合、担当者は、苦情処理等対応

受付記録簿を作成し、理事者は内容を確認するものとなっている。対応す

る苦情内容としては、業務に対する一般的なクレーム（身だしなみ等）も

含むなど広範な事項を受け付けている。

イ 水揚げの不正・不良品に関する苦情対応

① 苦情対応体制

窓口を総務部（資料12）とし、総務部からの報告を受け市場部が対応し、

別途総務部から役員への報告をする体制となっている。市場部職員からは、

貿受人からの苦情に対して、 「総務を通すように伝え自分だけで抱えるこ

とがなくなったJ、 f直接苦情が来ること自体が減ったJとの声が出てい

た。

② 運用基準等の策定状況

その対応手）｜慎は、その手続きのフロー図は書面として作成されている

（資料11のうち「不良品発生時の対応J）。なお、不良品の判断基準、対

応期間、解決手法については、市場委員会等において検討が進められて

いる。
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③ 記録の作成、保管

苦情対応の手続きでは、報告書、顛末書、精算書が作成、保管が定め

られている。この記録には、事の端緒や解決方法等が記載（例としては、

トラックスケールの計量ミスに関わるものがあった。）、精算書には、関

係者の署名がなされており、不良品等に関する問題が解決したこと示す

記載が認められた（資料11のうち「不良品等通報窓口受付記録（令和5年2

月2日から同年11月21日）J ）。

ウ 冷蔵部業務（保管・販売業務）の取引に関する苦情等

この苦情窓口は、令和5年12月8日に設置され、総務部が窓口となっている

（資料13 冷蔵業務の取引に関する苦情・クレーム等の受付窓口の設霞につい

て）。

エ 労働環境に関する相談窓口

① 概要

当組合では、労務に関する相談については総務部労務課が担当してきて

いる。この労務相談に関する対応マニュアル等は作成されていない。労務

の苦情の場合には、コンブライアンス・マニュアノレ記載の手順で、対応して

いるとのことであるので、ここでは、事実上存在する労働に関する相談機

能について触れる。

なお、ハラスメントに関しては、別途相談窓口が設置されハラスメント

対応マニュアル等が作成されている。

② 対応状況

相談内容は多岐にわたる。多くの柑談は、担当者がその場で回答して終

了しており、一部、総務部長が対応検討する案件があるという状況である。

③ 資料作成状況等

労務に関する相談を取りまとめた記録簿は作成されていない。窓口組当

者が受けた相談のうち運用上疑義ある場合（例としては、コロナ禍でのマ

スク着用、年末調整提出資料の確認）は、特に役員に報告されておらず、

運用を変更することが必要と判断される場合は、担当役員と相談して決め

ていくことにしており、必要に応じて常勤会、理事会に諮ることとなって

いる。

7 取引の可視化

取引の可視化については、市場委員会の役割が大きいが、防犯カメラ映像の

管理状況、防犯カメラ映像の船主への情報公開に関する取り組みが確認された。

(1) 防犯カメラの設置

令和5年12月21日、外港冷蔵庫に防犯カメラが設置され運用が開始されたこ

とが確認された。また、超低温冷蔵庫については、令和6年中に防犯カメラ

を設置することを目標に検討が進められているとの報告があった。
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(2) 防犯カメラ映像の管理

本監査開始直後の時点において、新屋売場の映像は市場部の事務所内で防

犯カメラの映像を確認、・管理をし、外港売場の映像は、外港の市場部の事務

所で防犯カメラの映像を確認、・管理していることが確認された（資料14防犯

カメラ監視画像等資料）。また、これらの防犯カメラ映像の管理に関しては、

令和5年中に総務部へ移設する予定であるとの報告があった。

なお、監査期間経過後ではあるが、新屋売場の防犯カメラ映像の管理に

ついては令和5年12月21自に、市場部外港売場・外港冷蔵庫・外港トラック

スケールの防犯カメラ映像の管理については令和6年1月25日に、経理部管理

課へ操作機器・モニターの設置、総務部ヘモニターの設置が完了、運用を開

始したとの報告を受けた。

(3) 船主への情報公開

船主の希望に応じて防犯カメラ映像の確認を認めていることが確認された。

当組合職員からの聴き取り調査の結果では、水揚げ状況に応じて確認を求め

る船主やほとんどすべての水揚げについて映像を確認したいという船主がい

るとのことであり、このすべてに対し、対応している状況であるとの報告が

あった。

また、防犯カメラ映像について、当組合に要請するまでもなく確認できる

ような体制にして欲しい旨の意見があることも確認された（分冊 船主アン

ケート）。

8 DX化等の状況

当組合のDX化に関しては、いわゆる改善改革チームが検討結果を報告してい

る。 DX化を取り入れた魚市場（資料15 令和4年12月12日付け改善改革チーム「焼

津魚市場業務デジタル化の提案書）を視察するなどし、また、デジタル計画策定

委員会（資料16 デ、ジタノレ策定委員会資料（令和5年4月20日開催のもの））を発足

させて、当組合に適したDX化を進めるべく専門業者に導入検討を依頼している。

9 アンケートの結果と分析（分冊）

アンケートは、職員、冷蔵庫業者、運送業者（別紙4 アンケート用紙）につい

て行った。

アンケート結果と分析については、本報告書本文において必要に応じて触れ

てきているところであるが、分冊「アンケート結果と分析Jに詳細が記載され

ているので参照されたい。

なお、仲買人については、市場委員会に出席する仲買人組合員やその関係者

から現況を聴取することにし、アンケートは行っていない。
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第8 監査対象の改善状況と評価

外部監査人は、前記第7記載のとおり当組合の現状を把握した。

以下は、これら把握した事実・評価を基に当組合の改善状況の進展（評価）に

触れたものである。

1 体質（主としてコンブライアンス意識）改善状況

(1) 理事会の活動

ア 本件不祥事件の反省を踏まえ、コンブライアンスを強く意識した真撃な

会議が行われていたことが認められる。理事・監事の出席率が100拡近い状

況は、不祥事件再発防止ばかりでなく、当組合を改善させようとする強い

姿勢を感じた。

特に、本件不祥事件に起因する損害賠償請求訴訟事件解決のための和解

交渉は精力的に行われ、第三者委員会調査報告書の説明会を漁業者を分け

て三回行ったことは、当組合ばかりでなく取引関係者を含むコンブライア

ンスの向上と啓蒙に繋がったと思料する。

理事会は、本件不祥事件に関連して、引責辞任した理事2名の退職慰労金

等の減額案を通常総会に提案し、その決議を得ている。この減額金額の多

寡はさておき、理事・監事の法的責任を自覚し、ガバナンスの在り方を念

頭に置いた措置は評価できる。

なお、県庁の所管職員がオブザーパーとして参加していることは、第三

者の眼という観点から理事会の運営に大きな影響を与えていることは明白

である。

イ 監事の週3日勤務の体制と監査報告書の提出

代表監事の勤務日を週3日としたこと、その結果、監事が随時監査報告書

（資料4）を作成提出したことは、監事が監事としての役割を果たすべく魚市

場における就業状況を実際に確認して労務環境の改善を求めたものであり、

3Kが本件不祥事件の一因であると自ら認めていたことに対する改善のため

の実践である。これまで認められなかった自浄作用の発露であり、特筆す

べきことである。監事の随時監査は意識して継続されるべきである。

ウ 役職員に対する研修

職員アンケートからは、業務の都合で欠席した、研修内容を理解できな

い、という回答があったことは紹介したが、個々の職員が受講し理解を深

める研修態勢を検討すべきである。また、研修において、役員と職員の会

話を介して当組合の業務のあり方・コンブライアンスのあり方が意見交換

されても良いと考えるが、そのような役職員間の話し合いの形跡が認めら

れなかったことは残念である。

エ その他、 DX化に向けた検討、コンブライアンス・プログラムの改訂、魚

市場運営等、当組合の経営に関する事項が理事者間において真撃に検討さ

れていたことが認められた。
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(2) 常勤者会議

この会議では、当組合の運営に関する重要事項が検討されており、理事

会・組合長の「裏方Jのようなイメージを抱くが、そもそも論としての当組

合の運営責任の位置づけという観点から疑義がある。発足当初に提案された

「焼津魚協運営についての顧問相談役所見J（資料2-2）を参考にするなどして、

当組合の正規の存在として、その責務を組織上明確にすべきではないかと思

料する。当組合のガパナンスの観点から要検討事項である。

(3) 組合長の活動

別紙3「組合長の動静Jのとおり、精力的な活動をこなしてきている。この

組合長の活動は、理事会・常勤者会議を背景として対外的には漁業者との間

では魚市場の健全な運営に向けた和解がなされ、魚市場運営についての相互

理解を深める契機となった。このことは、当組合が本件不祥事件の要因とな

ったコンブライアンスの不備、ガバナンスの不備を自ら認識し、その改善に

向けて活動していることを示すものである。第三者委員会調査報告書では

「トップメッセージJ発信の重要性を指摘したが、組合長は、対外的、対内

的にあらゆる機会を通じて、本件不祥事件の反省を踏まえた発言・活動を行

っていることが認、められた。取引関係者との間では当組合の改善状況をアピ

ーノレするものとなっていることは確かである。

当組合職員との相互理解の改善に関しては、外部監査人による職員との面談

やアンケート調査からは、そのきっかけとなる話し合いの場が積極的に設け

られたとは認められなかった。当組合のガパナンスの確保のため、職員と積

極的に接触する機会を持つべきではないかと思料する。

(4) 労働環境

当組合の労働環境の改善策の実施状況については、前記の通り、主に①労

働条件通知書の交付②フオ｝クリフト事故防止策の策定③タイムカードのデ

ジタル化の試験導入④外港勤務職員の休憩場所の改善⑤暑さ対策（ファン付

き作業着、通気性・視認、性の良いヘルメットの導入）⑥A I選別機器の開発、

導入と言ったものが確認出来た。

体質（主としてコンブライアンス意識）改善状況という観点で見ると、まず、

第三者委員会調査報告書にて求められていた、労働条件通知書の交付につい

ては、今回行われたことが確認出来た（交付だけでなくその質についても求

められることは後述）。また、③～⑥にあるように、 DX化も関係した職員の

就業環境の改善を求めた改善策も見て取れた。

ただ、フォークリフト事故防止策については、元々事故が多かったことに加

え、令和4年の事故を1年以上報告していなかったことで労働基準監督署から

是正勧告（資料8）を受けたことから、やっと改善策が取られたように見て取れ

る部分もあり、体質（主としてコンブライアンス意識）改善という観点から

は、後手に回っている印象が杏めなかった。
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ブオークリフト作業がなくなることがない以上、その危険性について十分な

対策を講じることは、当組合が真っ先に取り組まなければならない労働環境

対策のーっと言えるもので、今後も注力頂きたいと感じる部分である。

(5) 内部通報・苦情窓口制度から

（内部通報窓口）

ア周知状況

役職員の不正に関わる制度としての内部通報制度は、潜在的な通報者に

認知されることは重要である。しかし、卑近ではあるが、例えば、ポスタ

ーを取り上げてみても、その大きさとアピールするデザイン、掲示場所、 E

メーノレによる通報ができるのか等、検討すべき課題はある。内部通報は経

営の健全化という当組合の利益に直結するシステムであることを理解すれ

ば、そのポスターの有り様・見方も、おのずと変わって来るはずである。

内部通報者が利用しやすいという観点から検討がなされることを期待する。

イ マニュアノレ等

内部通報業務を担当する当組合職員は、内部通報制度の円滑な運用上、

そのシステムを十分に理解しなければならないが、各マニュアル等の記載

事項は内容が多岐にわたり、かっ文章表現も難解となっているのではない

かという疑義を抱いた。

また、内部通報制度の適正かっ継続的な運用のためには、当組合内部の

通報窓口担当者は固定化しではならず、適宜、人事ロ｝テーションを図ら

なければならないが、マニュアル等の書類の簡素化、簡易化は内部通報制

度の円滑な運用をもたらすとともに、人事ローテーションの際の引継ぎに

も効果を発揮するものと思料する。人材の育成の観点からも今後の課題で

ある。

ウ 実務的な運用の観点から

内部通報制度の実施は、コンブライアンスの確保の観点から霊要である

とともに、ガパナンス（内部統制）確保の手段でもあり、その実効性は、自

浄作用と内部統制機能が図られているかのバロメーターとも言える。

今回監査した中に「客観証拠が無い場合Jの対応が確認されたが、通報

内答に適した調査とその限度を踏まえ、通報者からの期待や信頼をどのよ

うに獲得していくかということも検討されなければならない。通報者から

見て、 f臭いものに葦j 「身内の調査j ではないか等の批判されかねない

事態とならないよう、通報者も納得するような適切な手続き（通報者への調

査結果回答のあり方を含む。）を検討されたい。

一例としては、潜在的な通報者に対しては、確実な証拠が無くともまず

は通報して欲しい旨をポスターに記載する等、信頼・期待の持てるシステ

ムであることを示すことが考えられる。また、内部通報担当者（将来担当

する可能性のある当組合職員も含む。）に対しては、内部通報に関するマ

ニュアルの運用について模擬事例を題材に研修をする等、内部通報を担当
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する職員が制度の運用を理解し迅速に対応できる体制の確立に向けた対応

が考えられる。今後とも実務的な運用改善を検討されたい。

（各苦情窓口）

ア 水揚げの不正・不良品に関する苦情

① 苦情窓口の設置

この苦情窓口の設置は、本件不詳事件の背景のーっとされた、いわゆる

市場部職員の裁量による不透明な損失補填発生の機会をなくすという観点

から有用であり、市場部職員を守るための制度としても高く評価をすべき

である。また、せり人に対する買受人からの苦情対応は、せり人への精神

的負担が大きい場面のーっと想定されるが、苦情窓口の設置により、いわ

ゆる3Kの「キツイj との側面が軽減改善されているのではないかと思料す

る。

② 運用基準等の策定状況

不良品等の判断基準の策定は、漁業者（船主） 魚市場運営者、貿受人の

利害調整のための三者間による協議が必要であり、市場委員会でも検討さ

れているところである。検品システムを最終的には関連法令にしたがって

処理せざるを得ない場面が生じ得るにしても、その前に、三者間のコンセ

ンサスにより適正に解決することに越したことはない。

③ 記録の作成、保管

報告書・顛末書の書類及び不良品の写真等は事実経過を保存するものと

して重要であり高く評価すべきである（資料11のうち「不良品が発生した場

合の対応についてJ等）。また、これらの書類は、事の発端や解決方法等が

記載されており、苦情対応の経験の蓄積として有意義である。また、精算

書は、和解の証拠として評価できるものであり、この書面に署名がなされ

ていることが重要である。これらの書類に関しては、その重要性の観点か

ら、引き統き活用、改善を国るとともに、書類の管理を厳格にしなければ

ならない。

イ 冷蔵業務の取引に関する苦情・クレーム等の受付窓口設置について

この窓口は、令和5年12月8日、取引関係者に設置が通知された（資料13）。

冷蔵庫事業のうち、保管・販売業務取引に関する苦情等に関する窓口である。

この窓口は、例えば、冷凍まぐろの fボックス貸しj の場合には、職員以外

の取引関係者も多く関与していることから、冷凍魚が紛失したというトラブ

ノレが発生した場合に、当組合職員が関与していたか否か明らかにしなければ

ならないところ、不祥事件再発防止のためにも苦情を受け付けるというもの

である。当組合が冷蔵庫に保管する冷凍魚の取扱いの過程を監視する体制が

出来たということであり、今後の活用に期待したい。

ウ 苦情窓口全体としての評価

令和4年9月から始まった苦情窓口は、コンブライアンス体制の強化に資す

る。特に、水揚げに関する苦情窓口の存在は、職員に認知されていることも
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うかがわれ（職員アンケート結果）、当組合から買受人に対する情報発信も

されている（資料12）。新たに設置された冷蔵事業に対する苦情窓口の運用

も含め、その実効性が期待されるところである。

検討すべきは、苦情窓口から内部通報窓口への誘導体制である。苦情窓口

への通報のなかには、苦情窓口が対応すべき案件か、役職員の不正に関する

案件なのか判然としない場合がありうる。このような場合、苦情窓口担当者

が役職員不正の可能性もあると判断したのならば、内部通報窓口に誘導する

対応が必要となるが、現状において、そのための体制（苦情窓口担当者のコン

ブライアンス意識レベルの確保、記録の保管を含む。）が組まれているとは認

められない。この対応は、内部通報制度をフォローし 通報者の通報窓口選

択という負担を軽減し、通報者保護（通報者の顕名・陵名、通報者の不利益の

回避等。）に資するものでもある。したがって、内部通報窓口、他の各苦情窓

口ともに、内部通報に関する取扱いマニュアノレを基準とすること、窓口担当

者のコンブライアンスに対する意識レベルを高めること、個々の通報・苦情

についての記録を管理・保存することが検討されなければならない。

エ 事実上存在するとし寸労働相談窓口

事実上存在するという労働相談窓口に対し、多種多様な相談が寄せられて

いるということは、当組合ないし総務部が職員からの信頼を得ていることを

示している。しかし、 「事実上存在するj ためか、個々の相談記録が保管さ

れていないようである。職員からの相談内容は、労働環境の是正の検討に必

要不可欠（雇用契約、就業規則の適用の有無、職場の安全配慮義務等の検討の

機会となる。）であり、ガパナンスの構築とコンブライアンスの充実に向けた

貴重な資料となる。特に、職員の相談がいわゆる3Kに関わるものであれば、

不祥事件の再発防止にも資することは自明のことである。改めて、労働相談

窓口の在り方を検討しなければならない。

2 焼津魚市場の機能（運営）の改善

(1) 市場部の閉鎖性の排除

ア 人事ローテーション

本件不祥事件の一因には、市場部の閉鎖性があると指摘された。市場部と

他部署の人事ローテーションの硬産性は、市場部の扱う業務の特殊性を考慮

するとしても改善すべき事項である。この点、当組合では検討課題と認識し

つつも、その実践が因難な様子がうかがわれる。

イ 市場課長会議に市場部担当以外の役職員を問席させているか

現在、市場部については、市場部担当常務理事のほか、業務全般を担当す

る専務理事を加えた体制をとって指導監督しており、この理事両名が市場課

長会議に出席しているとのことである。市場部の閉鎖性を排除し、当組合の

ガパナンスを貫徹する手段として継続して実施すべきである。
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また、市場部拐当理事が冷凍魚の水揚げ状況を常に確認、し、監事が随時監

査を行うことで市場部の閉鎖性が改善されていくものと期待するところであ

る。

なお、職員アンケートでは、 f役員交代により意見が言いやすくなったJ

との回答があった。当組合内の風通しと言う面からは改善がなされているの

ではないか、理事・監事が職員に積極的に対応していく努力、姿勢を感じた。

ウ 市場委員会の役割

① 市場委員会が月にl度のベースで開催されている。魚仲組合から推薦され

た仲買人委員からは魚市場の運営改善に向けた指摘がなされ、当組合はそ

の指摘に対して真塾に対応している様子が認められた。また、オブザーバ

ーとして参加している船主からも意見が出されている。このような市場委

員会の存在は、市場部の閉鎖性を解消する一手法として極めて有効である

と思料する。

しかし、当組合は、全悶的に影響を及ぼしかねない地場産業である魚市

場を運営する責任があることからすれば、受け身の会議としてはならず、

積極的に公正、透明な手続を確保するため、委員会運営のさらなる改善を

検討すべきであり、このことが当組合のガパナンス及びコンブライアンス

の確保につながるものと確信する。

② 問委員会の議事メモによれば、委員会の有り方については、魚仲組合か

ら委員会の目的、立ち位置を明確にするべく規程案が提案される動きがあ

ったようである。市場委員会の性格をどのように形成するかは今後の課題

であり、委員会規程の有り方も慎重に検討する必要があるが、第三者的要

素を含んだ重要な機能を有していることは理解しておきたい。

エ監事による監査

監事による監査報告書が当組合理事会に提出され、理事会は指摘された事

項について改善対策をとった。このことは、監事の役割として重要であり、

外部監査人は、これまで、なかった現象であると考えている。監事の執務日数

も増やしており、その活動は、市場部の閉鎖性を解消する観点からばかりで

なく、当組合の自浄作用とこれに伴うコンブライアンス・ガパナンスの確立

という観点から極めて重要である。

オ行政庁の関与

理事会には県庁の所管職員がオブザーバーとして参加している。このこと

は、魚市場の運営に第三者の目が入っているということであり、当組合の魚

市場運営の信用性を高めることにもなっていることは自明である。

(2) 特定の仲買人による大量賀付がなされた際の調査

第三者委員会調査報告書では、特定の仲買人が一定数以上の買い付けを行

った場合には、当該取引の適法性に関して市場部以外の役員を介在させたう

えで個別の調査をすべきではないかとの指摘をしたが、現在のところ、大量
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買い付け（そもそも、その確定が難しいところであるが）は存在しないようで

ある。

しかし、市場委員会において、 「一括購入j 「残数全量購入Jの運用、

「特定者限定利益の排除Jが検討され、共通認識の形成の努力がなされてい

ることは、不祥事件再発防止と魚市場の健全な運営に大きく寄与している（資

料17 fせり時における声掛けについてJ）。

(3) キズ、次品の取引について

本件不祥事件の一因として「キズJ 「次品Jの基準が不明確であるとの指

摘がなされていたが、市場委員会では、この点に関して検討がなされてきて

いる。しかし、基準の確定が困難なこともあり、また、魚市場のDX化導入や

「一括購入j 「残数全量購入J等の論点も重なり、今後の検討課題である。

なお、市場部に対する苦情窓口を総務部に設置したことは、キズ、次品の

取扱いに関して市場部職員の負担を軽減しているようである。個々の苦情対

応の記録の管理・保管の重要性は前記「水揚げの不正・不良品に関する苦情

対応j のとおりであり、手を抜かぬよう注意されたい。

3 労働環境の改善

第三者委員会調査報告書では、 3Kの直哉的な改善はもとより、（1）労働条件の

可視化、書面化、（2）部署を越えた人事ロ｝テーションの実施等について検討・

是正されるべきであると指摘がされていた。

(1) 労働条件の可視化、書面化

前記労働環境の項で指捕したとおり、労働条件通知書の交付はなされてい

たが、職員アンケートを見ると、雇用契約の内容を理解していると回答した

者は78切にとどまった。また、交付した書面内容と労働実態が帯離している可

能性もアンケート等で指摘されていた（書面上の始業時間と実際の始業時間

の帯離）。

労働環境の厳しさと 3Kが本件不祥事件の一因で、あったとする立場からすれ

ば、労働環境・労働条件に直接する職員側の意見を求める必要がある。労働

条件通知書の交付ばかりでなく、さらに職員自身にその労働環境と労働条件

を理解してもらい、その意見を求めることが必要である。

(2) 部署を越えた人事ローテ｝ションの実施

当組合の問題点として、他部署聞での人事ローテーションがないことによ

る取引関係者との癒着の発生、自浄作用の機能不全、相互刺激の不発生とい

うおそれが指摘されてきた。理事、職員とのヒアリングでは、即時に市場部

のセリ担当等と他部職員のローテーションなどは専門性の観点から困難であ

る等の意見が強く、この一年で抜本的な施策が取られたとは認めることはで

きなかった。ただ、その一方で、市場部と他部署間で、経理関係の担当をし

ている者などは互換性が認められるという声もあった。まずはローテーショ

ンが可能な職域において検討・実施されるべきである。



(3) フオ｝クリフト事故等に関連して

令和5年7月にl年前のフオ｝クリフト事故に関して労働基準監督署の立入検

査、是正勧告がなされていた点について、理事会で真撃に検討された記録が

残されていなかった。また、外部監査人において、その後のフオ｝クリフト

の事故発生について所管労働基準監督署への「報告引を担当部署に確認し

たところ、その記録も認められなかった（資料18 「業務上災害報告書J）。フ

ォークリフト事故対策会議が開催され、その運用規定等の改訂、関係者への

通知が発せられているが、労働基準監督署の立ち入り・是正勧告とその後の

ブオークリフト事故が労働環境の危険性を改善するための動きとなったとい

う印象をぬぐえず（資料19ないし問22）、当組合の重要かっ不可欠な魚市場運

営の今後の労働環境を強く憂慮するとともに、当組合の全般的な法令遵守の

観点からも極めて残念で、あった。

4 関連法規の再認識と法令遵守

(1) 定期的に自ら卸売市場法・各種業務規程の遵守状況をチェックすることが

第三者委員会調査報告書において例示されていた。この点、外部監査人が取

得した資料からは当惑する事項が自についた。

(2) 外部監査人は、島田労働基準監督署から1年前のブオークリフトの事故に関

して是正勧告書が出されたことを知り、三件の事故にかかる業務上災害報告

書（資料18）の作成日・提出日を確認したところ、担当部署からは不明との回

答を得たことは前記のとおりである。

島田労働基準監督署の立入検査・是正勧告で指摘されたフォークリフト事

故の発生は令和4年7月のことである。当時、静岡県知事は当組合に対して、

本件不禅事件に関する報告書の提出を求め、その報告書を確認した上で必要

措置命令を発し是正報告を求めていた（資料23 静岡県知事宛令和5年11月8日

付け報告書）。このような状況下において所管の労働基準監督署への事故報

告が1年もの間なされず、結果、立入検査・是正勧告がなされたことは極めて

残念と言わざるを得ない。今回の労働基準監督署の立入検査・是正勧告のき

っかけは不明であるが、当組合は、 「第三者の目Jが機能していることを忘

れではならない（労働基準監督署にも相談・通報窓口は存在する。）。

(3) 監事による随時監査の実施とその報告書提出は、法令遵守を明確に意識し

たものとして評価できる事は既に触れた。また、市場委員会において、せり、

入札、相対に関する議論がなされていることは卸売法等関連法規の遵守を事

実上検討していることでもある。この点においては法令遵守に対する真塾な

姿勢が認められた。

5 取引の可視化

市場委員会が取引の可視化に有用であることは触れた。
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防犯カメラの機能をどのように生かすかも取引の可視化という観点から検討

されるべきであり、第三者委員会調査報告においても指摘したところである。

防犯カメラの設置・管理及び船主への情報開示については前記第7、7(2）記載

のとおりであり、まず、管理主体を総務部とし、防犯カメラ映像を確認する機

材等を含め移管が完了したとのことである。移管官僚の遅速はさておくとして

も、外部の意見を取り入れ、再発防止を徹底するとの当組合の姿勢も伺えるも

のであり、評価すべきである。

次に、船主への積極的な情報開示も評価できる。

なお、船主へのアンケート結果からは、当組合に対し、防犯カメラ映像を確

認したい場合には手続きを経ずして防犯カメラ映像を確認するにあたっての手

続きに関する回答も出ていた。この回答が具体的にどのような手続の簡略化・

開示方法を想定しているのか不明であるが、船主からの信頼を回復するという

観点からは検討課題である。

以上、防犯カメラの設置、管理、情報提供という観点からは、当組合では取

引の可視化のために真撃な努力がなされていると評価できるもので、あった。

6 DXイ七

魚市場での各種DX化の現実化に向けた作業が、試行錯誤を踏まえ検討を進め

られていることは労働環境の安全・衛生につながるとともに生ものを扱う魚市

場そのものの衛生管理に直結するものである。是非、検討を進めていただきた

。
、、

B
U
M－
 

7 漁業関係者との関係

漁業関係者との意思疎通は、市場委員会の活動や第三者委員会調査報告書の

説明会開催、本件不祥事件に関する損害賠償請求訴訟での和解折衝等を介して

着実に進展していると評価できる。特に市場委員会は、既に触れたとおりであ

るが、オブザーバーとして船主が参加し、開催ごとに意見を述べるなどしてい

ることは、これまでのように魚市場運営を当組合に任せっぱなしにしない姿勢

が見られ、魚市場運営の健全化に資するものである

第9 提言

この章において触れる事項は、これまで本報告書において検討してきた事項

を踏まえたものであり、重複する箇所もあるが、あえて指摘することとした。

1 当組合の経営（ガパナンス）の確立の観点から

(1) 理事者会・常勤者会議のあり方

理事会は水産業協同組合法に定められた機関であり、組合の業務執行を決

し、理事の職務の執行を監督する。当組合では、まず、常勤者会議（組合長・

専務理事・常務理事・常任理事によって構成）によって、理事の職務執行（理

事会・総会に上程する議題の決定を含む。）が決議されていることは、残され
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た議事録（「協議事項Jと題する会議録）から明らかである。しかし、この常

勤者会議は組織図上には存在せず、組織を認める業務規程等も見つからない。

理事・監事の職務上の法的責任は水産業協同組合法に定められているが、こ

の法的責任との関係において、常勤者会議はどのように評価されるのであろ

うか。単なる一部理事者の任意の集合体と評価するには、その議事内答は重

く、業務執行機関と位置付けざるを得ないのではないか。このような観点か

ら、常勤者会議の存在を、当組合の運営の透明化、運営に対する法的責任の

明確化の観点から改めて検討しなければならないと思料する。

(2) 理事・監事の法的義務の再確認

監事が槌時監査の結果を監査報告書にまとめたことは、理事・監事の法的

義務の再確認、の機会になったと思われる。当組合自ら3Kを認める労働環境の

改善を図るべく対策を講じることは安全配慮義務等の観点から、労働災害が

発生した場合の当組合の責任の範囲を検討する要素になると考えるが、ガパ

ナンスの観点から理事・監事の法的責務について改めて研修する機会を持つ

ことも必要ではないか。

2 人事ローテーション

人事ロ｝テーションの実行については本報告書の各所で触れているが、当組

合としてはなかなか困難な様子である。しかし、各部署の閉鎖性を打破し、当

組合の意思疎通を確保することは、不祥事件再発防止にとって重要な課題であ

ることは、これまでの調査によって指摘されてきている。出来る範囲から実施

すべきである。

また、改善改革チームの実施と継続は、部署聞の意思疎通を図る手段ばかり

でなく、人事ローテ｝ションのあり方を模索するとともに、人事ローテーショ

ンに対する職員の信頼を担保する動きともなるのではないか。

3 内部通報窓口（役職員の不正に関わる通報）と各苦情窓口との連携

(1) 内部通報窓口への誘導等

各苦情窓口担当者は、役職員の不正等に関する通報を受領した場合には、

通報者を内部通報制度へ誘導し、内部通報窓口担当者につなぎ、円滑に調査

手続きに載せる体制の確保が必要である。この各苦情窓口担当者と内部通報

窓口担当者の連携体制を実効性のあるものにするため、当組合の内部通報制

度の理解を深める研修を実施する必要がある（資料12）。

(2) 内部通報窓口・苦情窓口における記録の作成と保管

各窓口担当者においては、通報に関する記録簿の作成、保管を徹底すべき

である。これは、理事者等への報告の資料となると共に、通報の握り潰しの

疑いを回避し、通報者からの信頼を確保するとの観点から重要な取り組みで

ある。
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(3) 後任の確保

内部通報・苦情窓口の対応や調斎は専門性が要求されることから、その担

当者の養成は不可避であり、各窓臼担当者がローテーションとなる場合に、

その後任にノウハウをゼロから習得させるというのでは内部通報制度の円滑

な実施に支障を来たす。人事ローテーションの円滑な実施と言う観点からも、

後任の育成を視野に入れた研修の実施や窓口・調査に補助者を付ける等の対

応が検討されるべきである。

4 労働環境（資料24就業規則）

(1) 労働条件通知書について

職員アンケートから、労働条件の内容について職員の理解が十分でないと

推察される。職員に対する労働条件通知書の初歩的な理解、法的立場の理解

を求めるべき研修の機会を設けることが必要である。また、当組合・職員と

もに労働契約としての就業規則の理解を深めることも重要である。

(2) 人事評価制度について

職員ヒアリングを端緒として、人事評価制度について調査をしたところ、

管理職が職員を評価するに当たっての基準自体はあるものの、その運用につ

いては、管理職個人に任される部分が多く一定の評価がされていないおそれ

があること、また、人事評価にあたり、管理職と職員の面談等がなされてい

ないことがわかった。職員アンケートからも、正当な評価がされていないこ

とにj憤る声があった。

職員にとって、適正に人事評価される制度があること、人事評価にあたり

意見聴取の機会を有することは、適正な業務遂行の動機付けになるものであ

る。人事評価の基準を適宜更新し、その運用を管理職レベルで統一するため

の措置（管理職研修やマニュアルの整備）をすすめるとともに、管理職と職

員の面談の機会を持ち、人事評価の理由を説明するシステムを検討すべきで

ある。

(3) 部署を越えた人事ローテーションについて

将来的に人事ローテーションを可能にするよう制度設計していく上で、入

組時に研修として、ある程度の期間全部署をローテートし、全体についての

知見を得られるようにするなど、新入組合員の教育・研修を検討すべきであ

る。

(4) 各種研修の充実に向けた検討

現在、コンブライアンス等の研修が実施され、一定の成果（今後継続が必

要であるのは当然であるが）を上げていることと推察されるが、現状、研修

後のアンケート等は実施されていないとのことである。外部監査人が実施し

たアンケートへは、研修内容として、社会人マナー的な研修を希望する旨の

回答などが挙げられており、職員にアンケートをして、希望する研修内容を

調査することは有用かと思われた。
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(5) フォークリフト作業に関して

フォークリフトの事故や荷捌き時の事故等の防止のためには、担当理事の

監視監督、監事の随時監査ばかりに頼ることなく、そのための職員研修や運

送業者等フォークリフト利用者に対する取扱い研修を継続的に行うことが必

要である。これらの事項は、 3Kと評価された市場部の労働環境の改善につな

がる。是非、検討されたい。

また、本件不祥事件に運送業者が関わっていたこと、労働基準監督署の

正勧告を受けたことなどから、フォークリフトの利用規程を定めるなどして、

関係者に通知しているものの、ブオークリフト利用の現場の監視監督がどの

ような形でなされているのか不明である。今後、監視監督状況に関する記録

を何らかの形で残すべきではないかと思料する。

(6) 労働相談窓口の整備

ハラスメント以外の労働相談への対応もコンブライアンス環境の整備の観

点から重要な事項である。このため労働相談窓口へのアクセス方法や、幅広

く労務に関する相談（時間外労働の疑い等の相談も含む。）を受け付けている

こと等を通知するなど、労働者にとって利用しやすい環境の整備が必要であ

ろう。

5 魚市場運営に関して取引関係者への理解を求める姿勢

船主に対するアンケート結果から、市場委員会の協議内容について船主間で

も共有しているとの回答があった。仲買人・当組合の協議は、漁業者にとって

も関心のある事項であると思料するが、これらの事項について漁業者との間の

「認識j の魁離を回避すべるため「市場委員会で何を議論しているかJを、 HP

等何らかの方法で漁業者に公開することを検討しでもよいのではないかと思料

する。

6 最後に

(1) 本監査は、第三者委員会調査報告書で指摘された事項を主に監査の対象と

したが、最後に指摘すべきことは、コンブライアンスは当組合にとっての重

要な防御機能であること、その機能を｛動かせるためのガパナンスを強化し、

理事・監事を始めとして各部署において、絶えず「コンブライアンスJを意

識し、職員・関係者の話を聞く耳を持ち対応すること（報告、連絡、相談、記

録）ではないかと思い至った。

(2) 「ヒヤリハットJ（「ハインリッヒの法則J）という考え方があるが、これ

は、 l件の重大な事故・災害の背後には29件の軽微な事故・災害があり、軽微

な事故・災害の背後には300件の fひやり j 「はっとJした出来事がある、そ

して、さらにその背後には数えきれないほどの安全を害する行動が認められ

るという「法則Jである。本件不祥事件を重大な事故と捉えたとき、その背

後には29件の軽微な事故・災害、さらに300件の「ひやりJ 「はっとJした出
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来事があったということである。コンブライアンスの観点からすれば、 1件の

コンブライアンス違反には29件の軽微なコンブライアンス違反があり、 300件

の「ひやり J 「はっとj した出来事があったという事になる。この「ひやり J

fはっとj な出来事を報告・連絡・相談・記録するシステムを構築すること

を真剣に検討すべきである。外部監査人としては、外港売場での鎧期間にお

ける連続事故発生と労働基準監督署の立入り・是正勧告の関係を見過ごすこ

とは出来なかった。 1年前のブオ｝クリフト事故報告を所管の労働基準監督署

へ然るべく報告をしていたのであれば、その就業環境の改善と従事者への注

意喚起がなされ、事故は防止されていたのではないかと考えざるを得ないの

である。それぞれの職場が個々の法令を遵守することで、 3Kと指捕された労

働環境改善・事故防止のための契機が生まれ、対策が検討され、結果、職場

の安全確保がなされ当組合への信頼の向上に繋がることを、当組合（担当職員

がどうのこうのではない。）は認識して頂きたい。

(3) コンブライアンス・マニュアノレ等に記載された事項（内部通報制度の点検

等やその他研修）等について運用上の支障がない等の判断により実施されて

いないことが確認されている。

「運用上の支障がないことJを判断するにあたっては、 「何をJ 「どのよ

うにJ検討し f支障がないj と判断したのか、その判断経過が重要である（ま

さにコンブライアンスである。）。にもかかわらず、実施した形跡も記録も存

在しない。これでは、 「支障がないのでj 点検等が不要であると判断したこ

とは、根拠を欠く自己評価でしかないと批判されても致し方ない。本件不祥

事件について当局の手が入るまで冷凍カツオの抜き取り等は起こっていない

と判断していたことと同様の問題（ガパナンスの機能不全）が存在すると批

判されても致し方ない。

今後は、根拠のない自己判断に陥ることなく、ガパナンス体制の強化を図

るべく、定められたる点検、研修、その他の対応（社会から求められているレ

ベルの規程で、ある。）を粛々と実行するとともに、記録に残すことを心がけて

頂きたい。

(4) 労働相談窓口に「コロナ禍でのマスク着用j に関する相談があったという。

この相談を単なる職員個人の対応の問題と理解するか、職場の衛生管理のこ

と、職員が従業中・通勤中にコロナに感染した場合の企業の安全配慮義務の

守備範囲（コンブライアンスもしくは危機管理の観点）のこととして理解し対

応を検討するかは、労働環境改善に繋がるかの分岐点である。当組合が企業

として成長していく上では、職員の相談を「単なる個人の相談Jとして済ま

さずコンブライアンスの観点から検討を深めることが重要であり、そのため

の感性を習得すべく個々の部署における職場研修・研さん、人材育成が必要

とされる。
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(5) 改善改革チームの動きは異なる部署聞の意見交換・人事交流・人材育成の

場であり、若い職員の業務に対する意識を喚起し、人事ローテーションに対

する違和感を改善する力を有している。

(6) 市場委員会は外部の目であり、当組合の運営改善の糧である。コンプライ

アンスが当組合の味方となり、当組合の防御機能を発揮する場である。なに

よりも魚市場運営に関して当組合と仲買人との聞において意思疎通を図る努

力がなされていることが認められた。オブザーパーとして参加する船主の存

在も大きい。

(7) 細かいようであるが、防犯カメラのモニターの移管に時間が経過したこと

に何かの警告が潜んでいるのではないか。

(8) 上記は一例を上げただけである。外部監査人の「揚げ足取引と捉えず、

各職場においてリーダーたる地位にある職員が聞く耳を持ち、法令・業務規

則に員ljって対応すること、理事・監事にはコンブライアンスの確保に向け、

ガバナンスの更なる強化を検討していただきたい。コンブライアンスの確保

とそのためのガパナンスの強化は、結局において、当組合が地域における魅

力のある健全な職場であることをアピールすることにもなる。当組合は、地

域の重要な産業としての大きな責任を有している。本監査の指摘事項に留ま

らず、主体的に改善事項を発見し改善に努め、最優良企業として率先してコ

ンブライアンスの確保に向けた努力を継続していただきたい。

上以

f
B」
田
内

it

：弘
主久問日IJ

令和6年2月9日

焼津漁業協同組合

外部監査人

I九
I：＇.＇.＞ζ 田同IJ補助者同

馬変暮補助者
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令和６年 2 月 9 日付け焼津漁業協同組合外部監査報告書  修正表  

 

 

 

頁  行数  原文  修正文  

12 5 焼津魚協運営  焼津漁協運営  

19 5 

 

移管官僚  移管完了  
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